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生駒市福祉センター指定管理者選定要項 

 

１ 指定管理者の選考に係る関係書類提出の趣旨 

  生駒市福祉センター（以下「福祉センター」という。）については、現在の指定管理者の指定

期間が平成 28 年 3 月 31 日に終了することから、福祉センターの運営に当たり、利用者サー

ビスの向上、施設の管理運営をより一層の効率的かつ効果的な運営を図るため、地方自治法

第 244 条の 2 及び生駒市福祉センター条例第 2 条の 3 の規定により必要な書類の提出を求め

た上で審査し、指定管理者を決定するものとする。 

 

２ 福祉センターの概要等 

(1) 福祉センターの設置目的及び特徴 

福祉センターは、社会福祉事業の推進、社会福祉活動の育成と市民のふれあいを図り、福

祉の増進に資することを目的に設置された施設であり、市民、特に障がい者や高齢者のふ

れあいの場として活用される施設として、効果的・効率的な運営が求められる。 

   

(2) 施設管理の基本方針 

① 福祉センターは公の施設であり、その利用に際しては平等かつ公平な取扱いをしなけれ

ばならない。 

② 福祉センターは、２(1)の設置目的を踏まえ、施設運営に当たっては行政の代行としての

基本姿勢に立ち適正な管理運営に努め、市民の信頼に応えなければならない。 

③ 福祉センターの運営管理に当たっては、創意工夫のある企画や自主事業の展開により、

施設利用者の多様なニーズに応え、質の高いサービスの提供を図らなければならない。 

④ 施設の管理運営に当たっては、利用の促進とともに、管理コストの縮減を図り、経営の

効率化を目指さなければならない。 

 

(3) 施設の概要 

施設名称 生駒市福祉センター 
生駒市福祉センター 

トレーニング棟 

所在地 生駒市さつき台２丁目６番地１ 

開設年月日 平成２年５月 平成６年４月 

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造 鉄骨造 

延床面積 1,636.64 ㎡ 158.2 ㎡ 
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※ＮＰＯ法人あけびに使用許可を与えている部分を除く。 

 

３ 指定期間 

   平成２８年４月１日から平成３８年３月３１日まで（１０年間） 

 

４ 指定管理者の業務の範囲 

   指定管理者が行う業務についての基本的な内容は次に掲げるとおりとする。 

   （詳細は、別添「生駒市福祉センター管理運営基準」のとおり） 

  (1) 施設の運営に関する業務 

① 福祉センターの使用の許可に関する業務 

② 福祉センターの使用の制限、使用の許可の取消等に関する業務 

③ 障がい者及び高齢者の交流の場としての講座・教室及びボランティア事業の実施に関する

業務 

④ 地域生活支援事業 

  ⅰ 意思疎通支援事業（手話通訳者等設置事業、手話通訳者等派遣事業） 

   ⅱ 社会参加支援事業（点字・声の広報等奉仕員養成事業） 

  ⅲ 成年後見制度法人後見支援事業 

  ⅳ 権利擁護支援 

 

(2) 施設の維持管理に関する業務 

① 警備業務 

② 清掃業務 

③ 機械、施設設備の保守 

④ 環境衛生業務 

⑤ 樹木の剪定、施設敷地内の除草業務 

⑥ 軽微な補修・修繕 

 

(3) その他生駒市が必要と認める業務 

 

 施 設 名 

１階 

 

事務室、ロビー、トイレ（男子用・女子用、多機能）、コミ

ュニティホール、研修室①、機能回復訓練室、倉庫等 

２階 研修室②、研修室③、生活訓練室、録音室、団体ラウンジ、

フレンドルーム、工芸室、談話室、パソコン室、倉庫等 

駐車場 ４１台 
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５ 管理の基準 

(1) 利用時間、休館日等 

   福祉センターに係る利用時間、休館日については、下記のとおりとする。 

（ただし、市民サービス向上の観点から、これを上回る基準で管理する場合は、その内容

を提示すること。この場合においても、施設の管理運営に要する経費については、７－(1)

に定める経費の範囲内とする。） 

① 休館日：月曜日 

１２月２７日から翌年１月５日までの期間 

② 使用時間：午前９時から午後９時まで 

※ただし、午後５時以降貸館等で必要がない場合は、午後５時までの使用とすることが

できるものとする。 

※休館日には、指定管理者が必要があると認めるときであらかじめ生駒市の承認を受け

て、これを変更し、または臨時に休館したときを含む。 

   

(2) 関係法令等の遵守 

福祉センターの管理運営を行うに当たっては、次の法令等を遵守すること。 

① 地方自治法、同施行令 

② 社会福祉法 

③ 障害者総合支援法 

④ 身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 

⑤ 老人福祉法 

⑥ 労働基準法その他労働関係法令 

⑦ 生駒市福祉センター条例及び施行規則 

⑧ 建築基準法、消防法、電気事業法、その他施設維持、設備保守点検に関する法律 

⑨ 生駒市個人情報保護条例、生駒市情報公開条例、生駒市行政手続条例、 

生駒市法令遵守推進条例 

⑩ その他関係法令、通知等 

※ 指定管理期間中に上記の法令等に改正があった場合は、改正された内容によるものとする。 

 

(3) 事業実施に係る標準的な条件 

  福祉センターに所長及び指定管理業務に適切に対応できる常勤の職員を配置するものとす

る。 

  

(4) 業務の一括再委託の禁止 

  指定管理者は、業務の全部を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはできない。

ただし、業務の一部については、あらかじめ本市が認めた場合はこの限りでない。 

 

(5) 情報公開 

  指定管理者は、生駒市情報公開条例を遵守するとともに、福祉センターの管理運営にあた
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り作成又は取得した文書等については、自主的に情報公開を推進するために必要な措置を

講ずるよう努めること。また、市が保有していない文書等について開示請求があったとき

は、指定管理者に対し、当該文書等の提出を求めることとなる。 

 

(6) 個人情報の保護 

  業務の履行に当たっては、生駒市個人情報保護条例を遵守し、管理運営上知り得た個人情

報を適切に保護しなければならない。 

 

(7) 環境への配慮 

  指定管理者においては、省エネ・省資源など環境行動の実践、利用者への環境配慮の要請、

スタッフへの職場研修、市民による「生駒市環境マネジメントシステム」に則った取り組

みを実践しなければならない。 

 

６ 自主事業について 

  ４に掲げる指定管理者の業務の範囲に支障が生じない範囲で、かつ、指定管理者の責任と

費用負担において自主事業を実施することができる。 

 

７ 経理に関する事項 

(1) 指定管理者の収入として見込まれるもの 

① 指定管理料 

指定管理料は、指定管理者から申請時に提案された金額をもとに、毎年度、市と指定管理

者が協議の上決定する。 

 

（指定管理料の上限額） 

指定管理料は、申請者からの提案によるものとする。ただし、上限額（消費税等を含む。）

については、次のとおりとする。 

平成 28 年度           ６５，５０４，４１７円 

平成 29～37 年度平均額   ６６，４９８，８０５円 

合計額(１０年間上限額)   ６６３，９９３，６６２円 

 

② 自主事業による収入 

自主事業による収入については、材料費等の必要経費の徴収は可能とする。（光熱水費は

指定管理者の負担とする。） 

 

(2) 管理運営経費（市が支払う経費に含まれるもの） 

管理運営経費の算定方法の詳細は、協定にて定める。 

① 人件費（臨時職員を含む｡） 

② 維持管理費（消耗品費、印刷製本費、光熱水費、修繕料、通信運搬費、保険料、外部委

託費等） 
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(3) 指定管理料の支払 

会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）ごとに指定管理料を決定し、協定書に定め

る方法により支払う。 

 

(4) 指定管理料の精算 

指定管理料については、管理運営経費(支出)の変動(過不足)があった場合でも、原則とし

て会計年度終了時の清算は、行わない。（ただし、地域生活支援事業（意思疎通支援事業、

社会参加支援事業、成年後見制度法人後見支援事業及び権利擁護支援）は除く。） 

 

(5) 経理の区分 

指定管理料の対象となる業務、地域生活支援事業に係る業務、自主事業としての業務及び

その他の法人等の業務に係る経理は、それぞれ明確に区分して整理すること。 

 

８ 選定に関する事項 

(1) 選定資格 

福祉センターの管理運営を行う能力を有する法人その他の団体で、次の要件を満たすもの

であること。 

① 本市の指名停止処分を受けていないこと。 

② 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の 4 の規定に該当しないこと。 

③ 国税及び地方税を滞納していないこと。 

④ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更正手続き開始の申立てをしていない

こと、及び民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てをして

いないこと。 

⑤ 次に該当する法人等でないこと。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団の構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。） 

ウ 暴力団又はその構成員若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しな

い者の統制下にある法人その他の団体 

エ アからウまでに掲げるもの（以下「暴力団等」という。）の利益となる活動（暴力団

等と取引をし、暴力団等に対し資金を供給し、又は便宜を供与する など積極的に暴

力団等の維持運営に協力し、又は関与することをいう。）を行う法人その他の団体 

オ 役員等（法人にあっては役員及び経営に事実上参加している者、法人以外の団体にあ

っては代表者及び経営に事実上参加している者をいう。以下同じ。）が、暴力団等の利

益となる活動を行う法人その他の団体 

カ 役員等が暴力団等と社会的に不適切な交友関係（相手方が暴力団等であることを知り

ながら、会食、遊技、旅行、スポーツ等を共にするような関係をいう。）を継続的に有

している法人その他の団体 
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⑥ 生駒市政治倫理条例（平成 20年 6月条例第 25号）第 16条に規定する法人等でないこと。 

 

(2) 現地説明会 

現地説明会は開催しない。 

 

(3) 申請に関する質問の受付 

申請に関する質問がある場合は、以下のとおり受け付ける。 

① 受付期間 平成27年８月３日(月)～申請書の締め切りの前日 

② 質問応答方法 随時口頭による 

 

(4) 申請書類 

次の書類を提出すること。 

      提出部数は、正本 １ 部、副本 ８ 部とする。 

① 指定管理者指定申請書(様式第１号) 

② 事業計画書(様式第２号) 

③ 収支計画書（様式第３号） 

④ 申請する法人等に関する書類 

・法人等の概要（様式第４号） 

・定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 

・法人の登記簿謄本又は登記事項証明書（法人の場合） 

・事業報告書及び財務諸表[貸借対照表、損益計算書、販売費・一般管理費明細書、株主 

資本等変動計算書又はこれらに類するもの]（いずれも直近３事業年度分） 

・法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書（未納がないことを証するもの） 

・主たる事業所を有する所在地に係る市町村民税の納税証明書（未納がないことを証する

もの） 

・福祉センター等に類する施設の管理に関する業務実績を記載した書類 

⑤ 誓約書(様式第５号) 

⑥ 役員等名簿及び照会承諾書（様式第６号） 

 

(5) 申請書類の受付 

① 受付期間 平成27年９月21日(月)～平成27年９月30日（水）9:00～17:00 

② 提出先  生駒市役所 障がい福祉課 

③ 提出方法 申請書類を上記の提出場所に直接持参又は郵送（9/30必着）で提出すること。 

 

(6) 留意事項 

① 接触の禁止 

 本件提案に関する事項について選定が優位に働くことを目的として指定管理者選定委員

会委員に接触することを禁じるとともに、当該事実が認められた場合は、失格となること

がある。 
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② 選定の辞退 

  申請書類の提出後に辞退する場合は、選定辞退届（様式第 10 号）を提出すること。 

  提出先：生駒市役所 障がい福祉課 

③ 提案内容変更の禁止 

提出された書類の内容を変更することはできない。ただし、錯誤等の場合は除く。 

④ 虚偽の記載をした場合の無効 

 申請書類に虚偽の記載があった場合でその意図があった時には無効とする。 

⑤ 申請書類の取扱い 

市に提出された申請書類は、理由の如何を問わず返却しない。 

市は、指定管理者の選定の公表等必要な場合は、申請書類の内容を無償で使用できるも

のとする。 

⑥ 費用負担 

 申請に関して必要となる費用は、全て申請者の負担とする。 

⑦ その他 

市が提供する資料を申請に係る検討以外の目的で使用することを禁じる。 

市が必要と認めるときは、追加資料の提出を求める場合がある。 

 

９ 選定に関する事項 

(1) 申請書類、選定資格等の確認 

提出された申請書類は市において確認を行い、提出内容について確認、照会等を行う場合

がある。 

所定の選定資格を満たしていない場合は、選定の対象外となる。 

 

(2) 選定委員会による選定 

指定管理者の選定に当たっては、「生駒市福祉センター指定管理者候補者選定委員会（以

下、「選定委員会」という。」を設置し、提出された事業計画案を総合的に評価し、その

選考を経て指定管理者の候補者を決定する。 

［選定委員会の構成］ 

委  員 外部委員３名（学識経験者）、市職員２名 

① 審査 

提出された申請書類による書面審査、プレゼンテーション及び質疑応答を行う。 

委員会のよる審査の結果、指定管理者候補者としての一定の基準を満たされていないと判

断された場合は選定の対象外となる。 

 

(3) 審査基準 

別紙「生駒市福祉センター指定管理者候補者審査基準」に掲げる評価項目ごとに、申請書

類、プレゼンテーション及び質疑応答をもとに評価を行う。 

審査の結果、選定委員会が求める基準を満たしているとされた場合は、指定管理者の候補

者として選定する。 
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なお、指定管理者の候補者の選定については、指定管理者としての正式な指定を前提とし

た業務内容等の交渉の第一優先交渉権を付与するものである。 

 

10 指定管理者の指定手続き等 

指定管理者の候補者に選定された団体については、指定管理者として指定する議案を生駒

市議会（平成27年12月議会を予定）に提案し、議決後に指定管理者として指定する。 

指定にあたっては、文書で通知するとともに、その旨を告示する。 

なお、市議会の議決が得られなかった場合は、指定管理者に指定できないが、それまでに

候補者が本件に支出した費用、提供したノウハウについて市は補償しない。また、債務負

担行為設定の予算議案について、市議会の同意が得られなかった場合は、下記の協定が締

結できないことから、以後の対応を市と協議することとする。 

なお、指定管理者の候補者を指定管理者として指定しないこととした場合であっても、指

定管理にかかる業務及び準備のため支出した費用等については、一切補償しない。 

また、選定結果については、市のホームページ等において公表する。 

 

11 協定の締結 

指定管理者の指定後、指定管理業務及び指定管理者提案事業に関し、包括的な事項を定め

た基本協定を締結する。また、年度ごとの実施事項等を定めた年度協定を締結する。 

 

12 募集、選定等のスケジュール (予定)  

第１回 選定委員会 平成 27 年 7 月 30 日(木) 

申請書類の提出期間 平成 27 年 9 月 21 日(月)～30 日(水) 

第２回 選定委員会（審査） 平成 27 年 10 月～11 月 

審査結果通知 平成 27 年 11 月中旬 

指定管理者の指定議案の提案 平成 27 年 12 月定例市議会 

指定管理者との基本協定の締結 平成 28 年 1 月 

指定管理業務の開始 平成 28 年 4 月 1 日 
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13 モニタリングの実施 

市は、指定管理中に指定管理業務の実施状況を把握し、適正な管理運営を維持するため、

モニタリングを実施する。 

 

 (1) 業務の実施状況の確認 

 市は、指定管理者による業務の実施状況を確認するため、定期又は随時に指定管理者に対

して関係書類の提出を求め、又は実施調査を行う。確認の結果、業務の水準に満たないと

判断した場合、市は指定管理者に対して必要な措置を講ずるよう指示する。市からの指示

後も改善されない場合は、指定管理料の減額、指定の取消し又は業務の停止命令がなされ

ることもある。 

 

 (2) 利用者の意見及び満足度等の把握 

指定管理者は、施設利用者等の利便性の向上等の観点から、施設利用者に対して意見や満

足度を聴取し、その結果を市へ報告するものとする。 

 

 (3) 自己評価の実施 

指定管理者は、業務の実施状況の確認結果や(2)の施設利用者の意見、満足度等の結果を

踏まえ、管理運営業務の自己評価を行い、市へ提出してすること。なお、項目及び実施時

期等については、市との協議の上、決定するものとする。 

 

 (4) 市による評価の実施、公表 

市は、(1)、(2)及び(3)を踏まえ、指定管理者の管理運営業務について、評価するととも

に、その結果を市ホームページ等で公表する。 

 

14 市と指定管理者とのリスク分担 

市と指定管理者のリスク分担は、次の表のとおりとする。 

ただし、表に定める事項で疑義が生じた場合又は表に定めのないリスクが生じた場合は、

市と指定管理者が協議の上、リスク分担を決定するものとする。 

 

区分 内容 
負担者 

市 
指定 

管理者 

物価変動 

一定範囲内の物価変動に伴う人件費、物品費、光熱水費等の

経費の増 
 ○ 

一定範囲を超える物価変動に伴う人件費、物品費、光熱水費

等の経費の増 
協議 

資金調達 
運営上必要な初期投資、運営資金の確保  ○ 

金利変動に伴う資金調達経費等の増  ○ 

法令の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 ○  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更  ○ 
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税制上の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ○  

上記以外の税制変更 ○  

不可抗力 

豪雨、洪水、地震、落盤、火災等で双方の責めに帰すことの

できない自然的又は人為的な現象による事業の履行不能、変

更、一部中止、休止及び経費の増加等 

協議 

需要の変動 当初の需要見込みと異なる状況  ○ 

運営リスク 
施設及び機器の不備、施設管理上の瑕疵又は火災等の事故に

よる臨時休業に伴うリスク 

 

 
○ 

書類の誤り 

仕様書等、市が提示した書類の誤りによるもの ○  

事業計画書、収支計画書等、指定管理者が提示した内容の誤

りによるもの 
 ○ 

備品の損傷 

既存備品が経年劣化により

損傷した場合 

指定管理業務に係るもの ○  

自主事業に係るもの  ○ 

既存備品が指定管理者の管理瑕疵により損傷した場合  ○ 

指定管理者が新規に購入した備品の損傷  ○ 

利用者及び第

三者への賠償 

指定管理者の責めに帰すべき事由により損害を与えた場合  ○ 

上記以外の理由により損害を与えた場合 ○  

地域住民及び

施設利用者等

の苦情対応 

施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設利用者からの

苦情、訴訟、要望への対応 
 ○ 

上記以外の場合 ○  

政治・行政的

理由による事

業変更 

 

政治・行政的理由から、施設管理、運営業務の継続に支障が

生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場合の経

費及びその後の維持管理経費において当該理由により経費が

増加する場合 

 

○ 

 

 

 

 

ｾｷｭﾘﾃｨ 警備不備による情報漏えい、犯罪発生の場合  ○ 

引継・事業終

了時の経費 

施設運営の引継（指定期間前の準備及び次期管理者への引継）

及び指定期間が満了した場合又は期間中途において業務を廃

止した場合における撤収費用 

 ○ 

施設・設備の損

傷等による修

繕 

 

経年劣化によるもの又は第

三者の行為により生じたも

ので相手方が特定できない

もの 

１件当たり20万円以内の修繕費 

 
 ○ 

１件当たり20万円を超える修繕

費 
○  

指定管理者が施設の利用促進のために自主的に行う修繕等 
 ○ 

表に規定する金額は、消費税及び地方消費税に相当する額を含むものとし、負

担区分の前提となる修繕等の個別金額については、双方協議の上、決定する。 

 

※ 緊急の対応を要さない次年度以降の計画的な修繕で対応可能なものについては、必要な修繕項

目、修繕内容、修繕方法、必要金額、優先順位を整理し、市と協議を行うこととする。 

※ 指定管理者が実施した修繕、補修等による資産価値の増加については、市に帰属するものとす

る。 
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15 その他   

(1) 管理業務の継続が困難となった場合の措置等 

① 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

指定管理者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合、市は、指定管理

者の指定を取り消す等の措置を行う。この場合、指定管理者は、協定に定める違約金を市

に支払うほか、市に生じた損害を賠償しなければならない。 

また、指定管理者は、市又は次期管理者が円滑かつ支障なく管理運営業務を遂行できるよ

うに引継ぎを行うものとする。 

② 市及び指定管理者の責めに帰すことのできない事由による場合 

自然災害その他の不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由に

より業務の継続が困難となった場合、事業継続の可否について協議を行うものとする。 

なお、一定期間内に協議が整わない場合は、市は指定管理者との協定を解除できるものと

し、また指定管理者は、市又は次期管理者が円滑かつ支障なく管理運営業務を遂行できる

ように引継ぎを行うものとする。 

 

(2) 協定が締結できない場合の措置等 

指定管理者の候補者が、協定締結までに次に掲げる事項に該当すると認められた場合は、

市は協定を締結しないことがある。なお、この場合において、協定締結までに要した費用

は、すべて指定管理者の候補者の負担とする。 

① 正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。 

② 財務状況の悪化等により、本事業の業務の履行が確実でないと認められるとき。 

③ 著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められる 

とき。 

 

16 担当部署 

〒630-0288 生駒市東新町 8 番 38 号 

生駒市役所 福祉部 障がい福祉課 

電話 0743－74－1111（内線 792） FAX O743－74－1600 

E－mail syougai@city.ikoma.lg.jp 

 


